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１.18年3月期の連結業績(平成17年4月1日～平成18年3月31日)
(1)連結経営成績 (注)百万円未満は切り捨てて表示しております。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

 18年3月期 35,880 17.3 4,585 40.3 4,100 38.6
 17年3月期 30,578 20.6 3,268 273.1 2,959 736.3

１株当たり 株主資本 総 資 本 売 上 高
当期純利益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

 18年3月期 2,885 7.6 38.82 － 16.6 8.7 11.4
 17年3月期 2,680 196.9 37.62 － 19.7 6.8 9.7
(注)①持分法投資損益　　18年3月期　－百万円　　17年3月期　－百万円

　　②期中平均株式数(連結)　　18年3月期　73,865,746株　　17年3月期　71,252,141株

　　③会計処理の方法の変更　有

　　④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
１株当たり
株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

 18年3月期 49,429 19,290 39.0 261.00
 17年3月期 44,999 15,565 34.6 210.68
(注)期末発行済株式数(連結)　　18年3月期　73,840,330株　　17年3月期　73,883,435株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
営業活動に 投資活動に 財務活動に 現金及び
よるキャッ よるキャッ よるキャッ 現金同等物
シュ・フロー シュ・フロー シュ・フロー 期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

 18年3月期 4,017 △ 915 △ 2,718 6,333
 17年3月期 3,337 1,758 △ 1,556 5,938

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
　 連結子会社数　4社　　持分法適用非連結子会社数　－社　　持分法適用関連会社数　－社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
　 連結(新規)　－社　(除外)　1社　　持分法(新規)　－社　(除外)　－社

２.19年3月期の連結業績予想(平成18年4月1日～平成19年3月31日)

百万円 百万円 百万円

 中 間 期 18,500 2,100 1,200
 通　　期 37,200 4,200 2,400
(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)32円50銭 

　※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後

　　様々な要因により予想数値と異なる場合があります。

売 上 高 営業利益 経常利益

当期純利益
潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

株主資本 株主資本比率

　 売 上 高 経常利益 当期純利益

総 資 産
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企業集団の状況 
当社グループ（提出会社、子会社６社及び関連会社３社により構成）が営んでいる事業内容、各関係会社の当該事業

に係る位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。なお、区分内容は、事業の種類別セ

グメント情報と同一であります。 
（工作機械） 
製造及び販売ともに提出会社が中心でありますが、米国向けの販売は、技術サービスも含めてＯＫＫ ＵＳＡ ＣＯＲＰＯ
ＲＡＴＩＯＮ（連結子会社）が行い、また、製造についてもその一部は大豊機工㈱（連結子会社）・㈱オーケイケイ・シムテ

ック（連結子会社）・㈱オーケーケーエンジニアリング（連結子会社）及びＴＨＡＩ ＯＫＫ ＭＡＣＨＩＮＥＲＹ ＣＯ.,ＬＴ
Ｄ.（関連会社）が行っております。このほか、技術サービスについては、提出会社が行うほか㈱オーケーケーエンジニアリ

ング（連結子会社）が国内の一部を、ＯＫＫ Ｅｕｒｏｐｅ ＧｍｂＨ（非連結子会社）が欧州を担当しております。大連華凱
机床有限公司（関連会社）は、平成１６年４月に中国市場を中心に製造・販売及び技術サービスを行うため設立した会社であ

ります。 
（水道メーター） 
製造を大豊機工㈱で行い、販売は提出会社が行っております。 
（その他） 
繊維機械は、提出会社並びに天津ＯＫＫ機械有限公司（関連会社）で製造・販売を行っております。このほか、建築用金

物事業等を営んでおります。 

 
（注）1．    製品の流れ・    部品の流れ・    技術サービスの流れ 

   2．連結子会社㈱大阪機工サービスセンターと連結子会社㈱オーケーケー キャスティングが、平成１７年１０月１

日を期して合併し、㈱オーケーケーエンジニアリングとなりました。 
   3.上記以外に非連結子会社大機金型工業㈱がありますが、現在清算手続中であります。 

連結子会社 

大 豊 機 工 ㈱ 
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連結子会社（米国） 

OKK USA CORPORATION 

連結子会社              (注)２ 

㈱オーケーケーエンジニアリング 

顧 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

客

関連会社（タイ） 

THAI OKK MACHINERY CO.,LTD.  

関連会社（中国） 

大 連 華 凱 机 床 有 限 公 司 

非連結子会社（独国） 

O K K  E u r o p e  G m b H 

関連会社（中国） 

天 津 ＯＫＫ機 械 有 限 公 司 

［事業系統図］ 
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経営方針 
１.経営の基本方針 

当社グループは工作機械を主力製品とし、その他水道メーター等があり、それらの製造・販売を行っ

ております。 

当社グループは製品を世界のマーケットに提供しており、そのユーザーの要請に的確に応える新製品

と新技術の開発に全力を傾けております。また、経営を進めていく上で、「顧客第一」「スピード」「責任」

の三つのキーワードを行動の指針としております。 

 
２.利益配分に関する基本方針 

株主に対する利益還元は経営の最重要政策のひとつとして位置づけており、安定した業績をあげ継続

的に配当を行うことを基本としつつ、企業体質の強化や事業展開等を考慮した上で業績に対応した配当

を行うこととしております。 

 
３.投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

投資単位の引下げについては、流動性の観点から重要な問題と認識しておりますが、株式市場の動向

や当社株式の株価推移等を総合的に検討し、慎重に対処していきたいと考えております。 

 
４.会社の対処すべき課題 

今後の見通しといたしましては、原油・材料価格の高騰や金融情勢および為替動向など、一部に懸念

材料がみられますが、国内では、自動車・家電・精密機械産業など幅広い業種で、大企業から中小企業

まで前向きな設備投資が継続しており、また、米国も回復基調にあることから、主力の工作機械は引き

続き高水準で推移するものと予想されます。 

このような状況のもとで、当企業集団は、財務基盤の改善、顧客満足度の向上、ものづくりのプロセ

スの改革、将来の人材育成に取組み、企業基盤の強化、収益の安定化に注力し、勝ち抜く経営をめざす

所存であります。また、海外市場をより強化するため、米国での拡販に向けた横形機や大形機の開発や

恒温組立工場の増設を行うとともに、アジア拠点の拡充も実施いたします。 

 

５.親会社等に関する事項 
該当事項はありません。 
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経営成績及び財政状態 
１.経営成績 
(１)当期の概況 
 当連結会計年度におけるわが国経済は、原油価格の高騰や原材料の値上がりなどの懸念材料もありましたが、企

業収益や企業の景況感の改善により民間設備投資が増加し、雇用情勢の改善や輸出の増加も加わり、緩やかな回復

基調で推移いたしました。 

 このような状況のもとで、自動車業界を中心とする幅広い業種での旺盛な設備投資により、主力の工作機械部門

が好調に推移いたしました結果、受注高で３５０億４千万円（前連結会計年度比５.９％増、提出会社単独ベース）、

売上高で３５８億８千万円（前連結会計年度比１７.３％増）となりました。 

 利益面におきましても、売上高の増加、販売価格の改善、生産性の向上、コストダウン等に取り組みました結果、

経常利益４１億円（前連結会計年度比３８.６％増）、当期純利益２８億８千５百万円（前連結会計年度比７.６％

増）を計上することができました。 

 

①事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

（工作機械） 
 国内は、自動車産業を中心とした幅広い業種での旺盛な設備投資が、一般機械業界にも波及し堅調に推移しま

した。一方海外においても、欧州・アジア地域が堅調に推移するとともに、米国向けが自動車・航空機産業を中

心に好調に推移しました。この結果、生産高は３２２億９千２百万円（前連結会計年度比２１.９％増、販売価

格ベース、提出会社単独ベース）、受注高は３３０億４千５百万円（前連結会計年度比５.６％増、提出会社単独

ベース）、売上高は３３２億３千３百万円（前連結会計年度比１９.３％増）、営業利益は４７億３百万円（前連

結会計年度比３９.３％増）といずれも前連結会計年度を上回る成果を上げることができました。 
（水道メーター） 
 官公庁向けの販売価格は、依然として厳しい状況が続く中、拡販に注力いたしました。一方、民間向けの販売

は、工業用製品は堅調に推移しましたが、住宅関連製品が大きく落ち込みました。この結果、生産高は１５億６

千３百万円（前連結会計年度比２.２％増、販売価格ベース）、受注高は１５億５千６百万円（前連結会計年度

比１.８％増、提出会社単独ベース）、売上高は１５億６千８百万円（前連結会計年度比２.２％増）、営業損失

は４千３百万円となりました。 
（その他） 
 売上高は１０億７千８百万円（前連結会計年度比８.７％減）となったものの、営業利益は９千万円となりま

した。 

 

②所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

（日本） 
 自動車産業を中心とした幅広い業種での旺盛な設備投資が、一般機械業界にも波及し堅調に推移しましたため、

売上高は３４８億４千６百万円（前連結会計年度比１７.８％増）、営業利益は４２億５千８百万円（前連結会

計年度比３１.８％増）となりました。 

（米国） 
 原油の高騰や金利の先高感への懸念材料はあるものの、特に自動車・航空機関連を中心に設備投資が順調に推

移し、また、ディーラーの見直し等拡販にも努めた結果、売上高は６５億３千５百万円（前連結会計年

度比４３.１％増）、営業利益は４億９千３百万円（前連結会計年度比１８７.２％増）となりました。 
 
(２)次期の見通し 
 次期（１８／４～１９／３）の見通しといたしましては、原油・材料価格の高騰や金融情勢および為

替動向など、一部に懸念材料がみられますが、国内では、自動車・家電・精密産業など幅広い業種で大

企業から中小企業まで積極的な設備投資が継続しており、また、米国も回復基調にあり、主力の工作機

械は引き続き高水準で推移するものと予想されます。 

 業績予想としては、売上高３７２億円、経常利益４２億円、当期純利益２４億円を見込んでおります。 
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２.財政状態 
 当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ３億９千４百万円（６.６％）増加
し、６３億３千３百万円となりました。 
 営業活動によるキャッシュ・フローは、４０億１千７百万円の収入超（前連結会計年度：３３億３千７百万円の

収入超）となりました。収入の主な内訳は、税金等調整前当期純利益３９億８千８百万円、仕入債務の増加１２億

４千万円、減価償却費４億７千４百万円であり、支出の主な内訳は、売上債権の増加額１４億６百万円、法人税

等の支払額２億９千９百万円であります。 
 投資活動によるキャッシュ・フローは、９億１千５百万円の支出超（前連結会計年度：１７億５千８百万円の収

入超）となりました。これは、主に有形固定資産の取得によるものであります。 
 財務活動によるキャッシュ・フローは、２７億１千８百万円の支出超（前連結会計年度：１５億５千６百万円の

支出超）となりました。これは、主に借入金の弁済によるものであります。 
 

なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは、次のとおりであります。 

 平成14年３月期 平成15年３月期 平成16年３月期 平成17年３月期 平成18年３月期

株主資本比率(％) ２８.３ ２３.４ ２７.７ ３４.６ ３９.０ 

時価ベースの      

株主資本比率(％) １０.４ ８.６ ２７.５ ３８.９ ７０.１ 

債務償還年数（年） － － ７.０ ２.９ １.７ 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ・ｶﾊﾞﾚｯｼ ・゙ﾚｼｵ(倍) － － ４.７ １０.３ ２０.６ 

(注)１.上記各指標の算式は、次のとおりであります。 

株主資本比率：株主資本／総資産 

時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業活動によるキャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業活動によるキャッシュ・フロー／利払い 

２.各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

３.株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しております。 

４.営業活動によるキャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシ

ュ・フローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子

を支払っているすべての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フ

ロー計算書の利息の支払額を使用しております。なお、平成 14 年３月期及び平成 15 年３月期は、営

業活動によるキャッシュ・フローがマイナスでありましたので、債務償還年数及びインタレスト・カ

バレッジ・レシオの記載を省略しております。 
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３.事業等のリスク 

 当社グループの経営成績、株価及び財政状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあり

ます。なお、文中における将来に関する事項は、本資料作成日現在において当社グループが判断したものでありま

す。 

(１)為替レートの変動 
 当社グループの輸出比率は、平成１７年３月期３０.３％(うち北米向け１５.２％)、平成１８年３月期３３.２％

(うち北米向け１８.３％)となっており、北米向けのほとんどが米ドル建の取引であります。このため、為替予約

等リスクヘッジを行なってはおりますが、為替レートの変動が当社グループの業績及び財政状況に影響を及ぼす可

能性があります。 

(２)人材の確保と育成 
 当社グループの主力製品であります工作機械市場において勝ち残るためには、革新的な新製品の投入が不可欠で

あります。そのため、有能なエンジニアの確保と育成は当社グループの発展には重要な要素の一つであります。 

(３)公的規制 
 当社グループは、輸出割合が相当程度あるため、事業展開する各国において輸出入規制等様々な政府規制の適用

を受けております。これらの規制に変化があった場合に、当社グループの業績及び財政状況に影響を及ぼす可能性

があります。 

(４)災害等による影響 
 当社グループの主力製品であります工作機械は、大半が猪名川製造所で生産されております。全ての設備におけ

る定期的な災害防止検査と設備点検を行なっておりますが、不可避の事態が発生した場合には、生産能力に影響が

出る可能性があります。 
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連結財務諸表 
１.連結貸借対照表 

 （単位：百万円） 
前連結会計年度 当連結会計年度 

（１７.３.３１現在） （１８.３.３１現在） 
増  減 

科     目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 

（資 産 の 部）  %  %  

Ⅰ流動資産      

1.現金及び預金 ６,１４８  ６,４３２  ２８３ 

2.受取手形及び売掛金 ８,３１３  ９,７８８  １,４７４ 

3.たな卸資産 ７,８５７  ８,２４０  ３８３ 

4.繰延税金資産 ６８５  ８４８  １６３ 

5.その他 ６４７  ７００  ５２ 

貸倒引当金 △５１５  △５０９  ６ 

流動資産合計 ２３,１３６ 51.4 ２５,５０１ 51.6 ２,３６４ 

Ⅱ固定資産      

1.有形固定資産      

(1)建物及び構築物 ２,１９８  ２,３５３  １５５ 

(2)機械装置及び運搬具 ９０６  ９８０  ７３ 

(3)土地 １５,４７４  １５,４４８  △２５ 

(4)建設仮勘定 ７４  ８３  ８ 

(5)その他 ３１９  ３８９  ６９ 

有形固定資産合計 １８,９７２ 42.2 １９,２５５ 38.9 ２８２ 

2.無形固定資産      

(1)ソフトウェア ６  ８  ２ 

(2)その他 ３７  ３０  △６ 

無形固定資産合計 ４４ 0.1 ３９ 0.1 △４ 

3.投資その他の資産      

(1)投資有価証券 ２,５４８  ４,３４０  １,７９１ 

(2)長期貸付金 ３９  ３４  △５ 

(3)繰延税金資産 １４  ３  △１１ 

(4)その他 ２７０  ２７９  ８ 

貸倒引当金 △２７  △２４  ３ 

投資その他の資産合計 ２,８４５ 6.3 ４,６３３ 9.4 １,７８７ 

固定資産合計 ２１,８６２ 48.6 ２３,９２８ 48.4 ２,０６５ 

資 産 合 計 ４４,９９９ 100.0 ４９,４２９ 100.0 ４,４３０ 
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 （単位：百万円） 

前連結会計年度 当連結会計年度 

（１７.３.３１現在） （１８.３.３１現在） 
増  減 

科     目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 

（負 債 の 部）  %  %  

Ⅰ流動負債      

1.支払手形及び買掛金 ９,４２９  １０,５３７  １,１０７ 

2.短期借入金 ６,０７６  ３,７７３  △２,３０２ 

3.未払法人税等 １４６  １,０７２  ９２６ 

4.賞与引当金 ３６５  ４８９  １２３ 

5.製品保証引当金 １１７  １２４  ７ 

6.その他 ８７２  １,０３８  １６５ 

流動負債合計 １７,００８ 37.8 １７,０３５ 34.5 ２７ 

Ⅱ固定負債      

1.長期借入金 ３,５４２  ３,０９６  △４４６ 

2.繰延税金負債 ２９３  １,００９  ７１５ 

3.再評価に係る繰延税金負債 ５,８１５  ６,００７  １９１ 

4.退職給付引当金 ２,６１１  ２,８２５  ２１３ 

5.役員退職金引当金 １４８  １３３  △１４ 

6.連結調整勘定 １  ０  △０ 

7.その他 －  １３  １３ 

固定負債合計 １２,４１２ 27.6 １３,０８６ 26.5 ６７４ 

負 債 合 計 ２９,４２０ 65.4 ３０,１２２ 61.0 ７０１ 

（少数株主持分）      

少数株主持分 １２ 0.0 １７ 0.0 ４ 

（資 本 の 部）      

Ⅰ資本金 ５,７８２ 12.8 ５,７８２ 11.7 － 

Ⅱ資本剰余金 ９５４ 2.1 ９５４ 1.9 － 

Ⅲ利益剰余金 △６７ △0.1 ２,８３４ 5.7 ２,９０１ 

Ⅳ土地再評価差額金 ８,４９７ 18.9 ８,２７８ 16.8 △２１８ 

Ⅴその他有価証券評価差額金 ４６５ 1.0 １,４９８ 3.0 １,０３３ 

Ⅵ為替換算調整勘定 △４２ △0.1 △１８ △0.0 ２３ 

Ⅶ自己株式 △２３ △0.0 △３９ △0.1 △１５ 

資 本 合 計 １５,５６５ 34.6 １９,２９０ 39.0 ３,７２４ 

負債、少数株主持分及び資本合計 ４４,９９９ 100.0 ４９,４２９ 100.0 ４,４３０ 
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２.連結損益計算書 

 （単位：百万円） 
前連結会計年度 当連結会計年度 

(１６.４.１～１７.３.３１) (１７.４.１～１８.３.３１) 
増  減 

科     目 

金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 

  %  %  

Ⅰ売上高 ３０,５７８ 100.0 ３５,８８０ 100.0 ５,３０１ 

Ⅱ売上原価 ２２,４５０ 73.4 ２５,９７０ 72.4 ３,５１９ 

売上総利益 ８,１２７ 26.6 ９,９１０ 27.6 １,７８２ 

Ⅲ販売費及び一般管理費 ４,８５９ 15.9 ５,３２４ 14.8 ４６４ 

営業利益 ３,２６８ 10.7 ４,５８５ 12.8 １,３１７ 

Ⅳ営業外収益      

1.受取利息 ３  ３  △０ 

2.受取配当金 １９  ２６  ７ 

3.受取生命保険金及び配当金等 ５  ４  △０ 

4.連結調整勘定償却額 ０  ０  － 

5.為替差益 ８７  ０  △８６ 

6.その他 ２６  １８  △７ 

計 １４３ 0.5 ５４ 0.1 △８８ 

Ⅴ営業外費用      

1.支払利息 ３３３  ２２１  △１１１ 

2.たな卸資産廃却損 －  １７９  １７９ 

3.たな卸資産評価損 ３１  ５４  ２３ 

4.その他 ８７  ８３  △３ 

計 ４５２ 1.5 ５３９ 1.5 ８７ 

経常利益 ２,９５９ 9.7 ４,１００ 11.4 １,１４１ 

Ⅵ特別利益      

1.貸倒引当金戻入益 －  ５  ５ 

2.有形固定資産売却益 １  １  △０ 

3.投資有価証券売却益 ４５  －  △４５ 

4.厚生年金基金解散損益修正益 ３５  －  △３５ 

計 ８２ 0.2 ６ 0.0 △７６ 

Ⅶ特別損失      

1.有形固定資産処分損 ９０４  ４９  △８５５ 

2.役員退職金引当金繰入額 －  ３３  ３３ 

3.減損損失 －  ３２  ３２ 

4.たな卸資産廃却損 ３２１  －  △３２１ 

5.たな卸資産評価損 １２２  －  △１２２ 

6.その他 １５５  ３  △１５２ 

計 １,５０４ 4.9 １１７ 0.3 △１,３８６ 

税金等調整前当期純利益 １,５３７ 5.0 ３,９８８ 11.1 ２,４５１ 

法人税､住民税及び事業税 １５１  １,２５１  １,１００ 

法人税等調整額 △１,２９７  △１５２  １,１４５ 

計 △１,１４６ △3.8 １,０９８ 3.1 ２,２４５ 

少数株主利益 ３ 0.0 ４ 0.0 ０ 

当期純利益 ２,６８０ 8.8 ２,８８５ 8.0 ２０４ 
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３.連結剰余金計算書 
 （単位：百万円） 

前連結会計年度 当連結会計年度 

(１６.４．１～１７.３.３１) (１７.４．１～１８.３.３１)科     目 

金  額 金  額 

（資本剰余金の部）   

Ⅰ資本剰余金期首残高 ４５５ ９５４ 

Ⅱ資本剰余金増加高   

1.新株予約権の行使による株式の発行 ４９９ － 

Ⅲ資本剰余金期末残高 ９５４ ９５４ 

（利益剰余金の部）   

Ⅰ利益剰余金期首残高 △４,５５８ △６７ 

Ⅱ利益剰余金増加高   

1.土地再評価差額金取崩額 １,８２０ １５ 

2.当期純利益 ２,６８０ ２,８８５ 

計 ４,５０１ ２,９０１ 

Ⅲ利益剰余金減少高   

1.連結子会社減少に伴う減少高 ９ － 

Ⅳ利益剰余金期末残高 △６７ ２,８３４ 
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４.連結キャッシュ・フロー計算書 
 （単位：百万円） 

前連結会計年度 当連結会計年度 
科    目 

(１６.４．１～１７.３.３１) (１７.４．１～１８.３.３１)

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー   

 1.税金等調整前当期純利益 １,５３７ ３,９８８ 

 2.減価償却費 ４３０ ４７４ 

 3.連結調整勘定償却額 △０ △０ 

 4.貸倒引当金の増減額（△は減少） △６４ △１０ 

 5.賞与引当金の増減額（△は減少） １６２ １２３ 

 6.退職給付引当金の増減額（△は減少） ９１ ２１３ 

 7.受取利息及び受取配当金 △２２ △２９ 

 8.支払利息 ３３３ ２２１ 

 9.有形固定資産売却益 △１ △１ 

10.有形固定資産処分損 ９０４ ４９ 

11.減損損失 － ３２ 

12.投資有価証券売却益 △４５ － 

13.売上債権の増減額（△は増加） △１,５０８ △１,４０６ 

14.たな卸資産の増減額（△は増加） △３６３ △２１６ 

15.仕入債務の増減額（△は減少） ２,０５１ １,２４０ 

16.その他 ２５６ △１９８ 

小計 ３,７５９ ４,４８１ 

17.利息及び配当金の受取額 ２２ ２９ 

18.利息の支払額 △３２４ △１９４ 

19.法人税等の支払額 △１２０ △２９９ 

営業活動によるキャッシュ・フロー ３,３３７ ４,０１７ 

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー   

 1.定期預金の預入れによる支出 △２１０ △９９ 

 2.定期預金の払戻しによる収入 ９３ ２１０ 

 3.有形固定資産の取得による支出 △４５３ △８８４ 

 4.有形固定資産の売却による収入 ２,４２０ １０ 

 5.無形固定資産の取得による支出 △２２ △５ 

 6.投資有価証券の取得による支出 △１０３ △５０ 

 7.投資有価証券の売却による収入 １０９ － 

 8.貸付による支出 △０ △４ 

 9.貸付金の回収による収入 ３１ １０ 

10.関連会社への出資による支出 △１０５ － 

11.その他 － △１０１ 

投資活動によるキャッシュ・フロー １,７５８ △９１５ 

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー   

 1.短期借入金の純増減額（△は減少） △１３ △１,４７６ 

 2.長期借入れによる収入 １,５６０ ３,２５０ 

 3.長期借入金の返済による支出 △４,０３０ △４,５２２ 

 4.新株予約権付社債発行による収入  １,０００ － 

 5.その他 △７３ ３０ 

財務活動によるキャッシュ・フロー △１,５５６ △２,７１８ 

Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額 １ １１ 

Ⅴ現金及び現金同等物の増減額（△は減少） ３,５４０ ３９４ 

Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高 ２,４０８ ５,９３８ 

Ⅶ連結除外に伴う現金及び現金同等物減少額 △１０ － 

Ⅷ現金及び現金同等物の期末残高 ５,９３８ ６,３３３ 
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（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項） 

１.連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社 ４社 

大豊機工㈱、㈱オーケイケイ・シムテック、㈱オーケーケーエンジニアリング、OKK USA CORPORATION 

（注）連結子会社㈱大阪機工サービスセンターと連結子会社㈱オーケーケー キャスティングが、平成１７年

１０月１日を期して合併し、㈱オーケーケーエンジニアリングとなりました。 

(2)非連結子会社 ２社 

ＯＫＫ Ｅｕｒｏｐｅ ＧｍｂＨ、大機金型工業㈱（現在清算手続中） 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社２社はいずれも小規模であり、合計の総資産・売上高・当期純損益及び利益剰余金等は、い

ずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。 

２.持分法の適用に関する事項 

次の各社については、持分法を適用しておりません。 

(1)非連結子会社 ２社 

ＯＫＫ Ｅｕｒｏｐｅ ＧｍｂＨ、大機金型工業㈱ 

(2)関連会社 ３社 

ＴＨＡＩ ＯＫＫ ＭＡＣＨＩＮＥＲＹ ＣＯ.,ＬＴＤ. 、天津ＯＫＫ機械有限公司、大連華凱机床有限公司 

（持分法を適用しない理由） 

 持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体とし

ても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。 

３.連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 

４.会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 移動平均法に基づく原価法 

②デリバティブ取引により生じる債権及び債務 

時価法 

③たな卸資産 

ａ製品・仕掛品 主として個別法に基づく原価法 

ｂ半製品・原材料・貯蔵品 主として総平均法に基づく原価法 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産（国内法人のみ） 

建物は定額法、建物以外については定率法によっております。なお、耐用年数及び残存価額については、

法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

②無形固定資産（国内法人のみ） 

定額法によっております。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっ

ております。ただし、自社利用のソフトウエアについては、自社利用可能期間（5年）に基づく定額法に

よっております。 

(3)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

②賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額（うち当連結会計年度に帰属する額）を計上しております。 

③製品保証引当金 

工作機械、水道メーター、ドアフレームのアフターサービス費等に備えるため、売上高を基準として、過去の

経験率により算定した額を計上しております。 
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④退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。なお、会計基準変更時

差異については、１５年による按分額を費用処理しております。また、数理計算上の差異については、そ

の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）による按分額を翌連結会計年度より費用

処理しております。 

⑤役員退職金引当金 

役員の退職金の支給に充てるため、提出会社及び連結子会社３社は、内規に基づく連結会計年度末要支

給額を計上しております。 

(会計処理の変更) 

 連結子会社㈱オーケーケー キャスティングの役員退職慰労金は、従来、支出時の費用として処理して

おりましたが、平成17年10月１日に連結子会社㈱大阪機工サービスセンターと合併したことに伴い、存

続会社である㈱オーケーケー キャスティング(現㈱オーケーケーエンジニアリング)の役員退職金規定の

整備改定を行った事により、役員の在任期間にわたり費用配分し期間損益の適正化を図ること、親子会社

の会計処理を統一する観点から、当連結会計年度より内規に基づく要支給額を役員退職金引当金として計

上する方法に変更しております。この変更により、当連結会計年度の発生額３百万円は販売費及び一般管

理費へ、過年度分相当額３３百万円は特別損失に計上しております。この結果、従来と同一の方法を採用

した場合と比べ、営業利益及び経常利益は３百万円、税金等調整前当期純利益は３６百万円減少しており

ます。なお、セグメント情報に与える影響については、当該箇所に記載しております。 

(4)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。なお、在外子会社の資産、負債、収益及び費用は連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は資本の部における為替換算調整勘定に含めております。 

(5)重要なリ－ス取引の処理方法 

リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

(6)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約について

は振当処理に、特例処理の要件を満たしている金利スワップ取引については特例処理によっております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。 

ａヘッジ手段…為替予約、ヘッジ対象…製品輸出による外貨建売上債権 

ｂヘッジ手段…金利スワップ等、ヘッジ対象…借入金利息 

③ヘッジ方針 

輸出取引に係る為替変動のリスクに備えるためのみに、輸出実績を踏まえながらその残高の範囲内で為

替予約取引を行っております。また、借入金の調達金利を固定化し変動リスクを回避するため金利スワッ

プ取引等を行っております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対象の変動額の累計額を比較して、有効性を判定することにして

おります。ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。 

(7)その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

①消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

５.連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

６.連結調整勘定の償却に関する事項 

連結調整勘定の償却については、５年間の均等償却を行っております。 
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ＯＫＫ 
７.利益処分項目等の取扱いに関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分又は損失処理について、連結会計年度中に確定した利益処分又は

損失処理に基づいて作成しております。 

８.連結キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ケ月以内に償還期限の到来する短期投資からなります。 

 

(会計処理の変更) 

固定資産の減損に係る会計基準 

 当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成１４年８月９日)）及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成１５年１０月３１日 企業会計基準適用指針第６号）を適用しております。これにより、

税金等調整前当期純利益が３２百万円減少しております。 
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ＯＫＫ 
注記事項 
（連結貸借対照表関係） 

 （単位：百万円） 

前連結会計年度（１７.３.３１現在） 当連結会計年度（１８.３.３１現在） 

１.有形固定資産の減価償却累計額 １８,０８３ １.有形固定資産の減価償却累計額 １８,１８６ 

２.非連結子会社及び関連会社に係る注記 

各科目に含まれております非連結子会社及び関連

会社に対するものは次のとおりであります。 

投資有価証券（株式） １０ 

投資その他の資産のその他（出資金） １９７ 

２.非連結子会社及び関連会社に係る注記 

各科目に含まれております非連結子会社及び関連

会社に対するものは次のとおりであります。 

投資有価証券（株式） １０ 

投資その他の資産のその他（出資金） １９７ 

３. 土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日

公布法律第３４号）に基づき、事業用の土地の再評価

を行い、評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る

繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除

した金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計

上しております。 

・再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令

（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第２

条第４号に定める地価税の計算のために公表され

た方法により算定した価額に合理的な調整を行っ

て算出しております。 

・再評価を行った年月日 平成１２年３月３１日 

・再評価を行った土地の当連結会計年度末における時

価と再評価後の帳簿価額との差額 

 △６,５４２ 

３. 土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日

公布法律第３４号）に基づき、事業用の土地の再評価

を行い、評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る

繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除

した金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計

上しております。 

・再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令

（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第２

条第４号に定める地価税の計算のために公表され

た方法により算定した価額に合理的な調整を行っ

て算出しております。 

・再評価を行った年月日 平成１２年３月３１日 

・再評価を行った土地の当連結会計年度末における時

価と再評価後の帳簿価額との差額 

 △７,１０９ 

４.担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

現金及び預金 １０ 

受取手形及び売掛金 ５２８ 

建物及び構築物 １,８０７ 

機械装置及び運搬具 ４１７ 

土地 １５,２７７ 

投資有価証券 １,１３３ 

計 １９,１７３ 

４.担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

現金及び預金 １０ 

建物及び構築物 １,５０８ 

機械装置及び運搬具 ３５８ 

土地 １５,０３４ 

投資有価証券 ３２５ 

計 １７,２３５ 

担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 ３,６４０ 

長期借入金 ５,４８８ 

（うち１年以内返済予定額 １,９４６） 

計 ９,１２８ 

担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 ２,０００ 

長期借入金 ４,２１５ 

（うち１年以内返済予定額 １,１１９） 

計 ６,２１５ 

上記のほか、提出会社においてワランティボンド発

行のため、預金８４百万円を担保に供しておりま

す。 

上記のほか、提出会社においてワランティボンド発

行のため、預金４百万円を担保に供しております。

５.受取手形割引高 １,５８１ ５.受取手形割引高 １,４５４ 

６.自己株式の保有数 普通株式 １７４,７３３株 

発行済株式総数 普通株式  ７４,０５８千株

６.自己株式の保有数 普通株式 ２１７,８３８株 

発行済株式総数 普通株式  ７４,０５８千株
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ＯＫＫ 
（連結損益計算書関係） 

 （単位：百万円） 

前連結会計年度(１６.４.１～１７.３.３１) 当連結会計年度(１７.４.１～１８.３.３１) 
１.販売費及び一般管理費の主要な費目の内訳 

給料・手当・賞与 １,３８１ 

運送費 １,１２７ 

研究開発費 １５２ 

減価償却費 ７２ 

貸倒引当金繰入額 １ 

製品保証引当金繰入額 １１７ 

賞与引当金繰入額 １３３ 

退職給付費用 ２１５ 

役員退職金引当金繰入額 ２８ 

１.販売費及び一般管理費の主要な費目の内訳 

給料・手当・賞与 １,５６８ 

運送費 １,３４４ 

研究開発費 １００ 

減価償却費 ７８ 

製品保証引当金繰入額 １２４ 

賞与引当金繰入額 １６９ 

退職給付費用 ２１４ 

役員退職金引当金繰入額 ２２ 

２.一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

 ２１７ 

２.一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

 １７６ 

３.有形固定資産売却益の主なものは、機械装置及び運搬

具の売却益１百万円であります。 

３.有形固定資産売却益は、機械装置及び運搬具の売却益

１百万円であります。 

４.有形固定資産処分損の主なものは、提出会社の猪名川

製造所の土地の一部売却に係る８４１百万円であり

ます。 

４.有形固定資産処分損の主なものは、建物及び構築物２

８百万円、機械装置及び運搬具１７百万円でありま

す。 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 （単位：百万円） 

前連結会計年度(１６.４.１～１７.３.３１) 当連結会計年度(１７.４.１～１８.３.３１) 
１.現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 ６,１４８ 

預入期間が３ケ月を越える定期預金 △２１０ 

現金及び現金同等物 ５,９３８ 

１.現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 ６,４３２ 

預入期間が３ケ月を越える定期預金 △９９ 

現金及び現金同等物 ６,３３３ 

２.重要な非資金取引の内容 

新株予約権の行使による 

資本金増加額 ５００ 

新株予約権の行使による 

資本準備金増加額 ４９９ 

新株予約権の行使による 

新株予約権付社債減少額 １,０００ 

――― 
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ＯＫＫ 
（リース取引関係） 

 （単位：百万円） 

前連結会計年度(１６.４.１～１７.３.３１) 当連結会計年度(１７.４.１～１８.３.３１) 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

 取得価額相

当額 

減価償却累

計額相当額 

期末残高相

当額 

機械装置

及び運搬

具 

６５６ ４２９ ２２７

その他 

(工具、器具 

及び備品) 

３６３ ２６７ ９６

計 １,０２０ ６９６ ３２３

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

 取得価額相

当額 

減価償却累

計額相当額 

期末残高相

当額 

機械装置

及び運搬

具 

６２２ ２６７ ３５４

その他 

(工具、器具

及び備品)

１６７ ８０ ８７

計 ７９０ ３４７ ４４２

（注）同左 

 

 

２.未経過リース料期末残高相当額 

１年内 １１４ 

１年超 ２０９ 

合 計 ３２３ 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

２.未経過リース料期末残高相当額 

１年内 １２５ 

１年超 ３１６ 

合 計 ４４２ 

（注）同左 

 

 

 

３.支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 １５０ 

減価償却費相当額 １５０ 

３.支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 １２５ 

減価償却費相当額 １２５ 

４.減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４.減価償却費相当額の算定方法 

同左 
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ＯＫＫ 
（有価証券関係） 

１.その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円） 

前連結会計年度（１７.３.３１現在） 当連結会計年度（１８.３.３１現在） 

区  分 
取得原価 

連結貸借対

照表計上額
差 額 取得原価 

連結貸借対 
照表計上額 

差 額 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を越えるもの   

株式 １,４１３ ２,２１１ ７９７ １,５８４ ４,１２３ ２,５３８

連結貸借対照表計上額が

取得原価を越えないもの   

株式 １５４ １４３ △１０ ３４ ２２ △１１

債券 １０２ １００ △１ １０２ １０１ △０

小  計 ２５６ ２４４ △１１ １３６ １２３ △１２

合  計 １,６７０ ２,４５５ ７８５ １,７２０ ４,２４７ ２,５２６

(注)1.表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、前連結会計年度は株式について６１百万円

の減損処理を行っております。 
2.減損処理にあたっては、期末時の下落率が５０％以上の銘柄については全て減損処理を行い、期末時の下落

率が30％以上50％未満の銘柄については個別に回復可能性を判定し、回復可能性がないものについて減損処

理を行うこととしております。 

２.当該連結会計年度中に売却したその他有価証券 （単位：百万円） 

前連結会計年度(１６.４.１～１７.３.３１) 当連結会計年度(１７.４.１～１８.３.３１) 
区 分 

売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額 売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額
株式 １０９ ４５ ２０ － － －

３.時価評価されていない主な有価証券 （単位：百万円） 

前連結会計年度 当連結会計年度 

（１７.３.３１現在） （１８.３.３１現在） 区    分 

連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 非上場株式 ８２ ８２
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ＯＫＫ 
（デリバティブ取引関係） 
※デリバティブ取引を行っておりますのは提出会社のみであり、次の各項に関しては提出会社について記載して

おります。 

１.取引の状況に関する事項 

前連結会計年度(１６.４.１～１７.３.３１) 当連結会計年度(１７.４.１～１８.３.３１) 
(1)取引の内容及び利用目的 

通貨関連では、輸出取引に係る為替の変動リスクを

回避するため、先物為替予約取引を行っております。

また、金利関連では、長期借入金の調達金利の変動リ

スクを回避するために金利キャップ取引を、調達金利

を固定化させるために金利スワップ取引を行ってお

ります。 

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。 

（ヘッジ手段とヘッジ対象） 

当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手

段とヘッジ対象は以下のとおりであります。 

ａヘッジ手段 … 為替予約 

ヘッジ対象 … 製品輸出による外貨建売上債権 

ｂヘッジ手段 … 金利スワップ等 

ヘッジ対象 … 借入金利息 

（ヘッジ方針） 

輸出取引に係る為替変動のリスクに備えるための

みに、輸出実績を踏まえながらその残高の範囲内で

為替予約取引を行っております。また、借入金の調

達金利を固定化し変動リスクを回避するため金利ス

ワップ取引等を行っております。 

（ヘッジ有効性評価の方法） 

ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対象の変動

額の累計額を比較して、有効性を判定することにし

ております。ただし、特例処理によっている金利ス

ワップについては、有効性の評価を省略しておりま

す。 

(1)取引の内容及び利用目的 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

（ヘッジ手段とヘッジ対象） 

同左 

 

 

 

 

 

（ヘッジ方針） 

同左 

 

 

 

 

（ヘッジ有効性評価の方法） 

同左 

 

 

 

 

(2)取引に対する取組方針 

通貨関連におけるデリバティブ取引については、輸

出実績を踏まえながら外貨建売掛金残高の範囲で行

い、また、金利関連におけるデリバティブ取引につい

ては、実質的な調達コストの削減を目的として行い、

投機目的のデリバティブ取引は行わないこととして

おります。 

(2)取引に対する取組方針 

同左 

 

 

 

 

 

(3)取引に係るリスクの内容 

通貨関連におけるデリバティブ取引については、為

替相場の変動リスクを有し、金利関連におけるデリバ

ティブ取引については、市場金利の変動リスク

を有しております。 

デリバティブ取引の契約先は、通貨関連及び金利関

連とも信用度の高い国内の銀行であるため、契約不履

行によるリスクはないと考えております。 

(3)取引に係るリスクの内容 

同左 
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前連結会計年度(１６.４.１～１７.３.３１) 当連結会計年度(１７.４.１～１８.３.３１) 
(4)取引に係るリスク管理体制 

先物為替予約取引については、経理担当取締役の承

認を得て、また、それ以外のデリバティブ取引につい

ては稟議決裁を得て経理部で行っております。 

なお、取引に関する社内管理規程は、特に設けてお

りません。 

(4)取引に係るリスク管理体制 

同左 

 

 

 

 

(5)「取引の時価等に関する事項」に係る補足説明等 

「取引の時価等に関する事項」における契約額等

は、当該金額がそのままデリバティブ取引に係る市場

リスクや信用リスクを表すものではありません。 

(5)「取引の時価等に関する事項」に係る補足説明等 

同左 

 

 

２.取引の時価等に関する事項 

金利関連 （単位：百万円） 

前連結会計年度（１７.３.３１現在） 当連結会計年度（１８.３.３１現在） 

契約額等 契約額等 取引の種類 

うち１年超 
時 価 評価損益

うち１年超 
時 価 評価損益

キャップ取引 

支払固定・受取変動 １,０００ － ０ △４０ － － － －

(注)１.時価の算定方法 … 金利キャップ取引を契約している金融機関から提示された価格によっております。 
２.特例処理及びヘッジ会計を適用したものについては、記載対象から除いております。 
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（退職給付関係） 

 （単位：百万円） 
前連結会計年度(１６.４.１～１７.３.３１) 当連結会計年度(１７.４.１～１８.３.３１) 

１.採用している退職給付制度の概要 

確定給付型の制度として、適格退職年金制度、総合

設立型の厚生年金基金制度及び退職一時金制度を設

けております。 

１.採用している退職給付制度の概要 

同左 

２.退職給付債務に関する事項 

①退職給付債務 △５,５１１ 

②年金資産 ３００ 

③未積立退職給付債務（①＋②） △５,２１１ 

④会計基準変更時差異の未処理額 ２,０７９ 

⑤未認識数理計算上の差異 ５２０ 

⑥退職給付引当金（③＋④＋⑤） △２,６１１ 

(注)1.連結子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用しております。 

2.上記のほか、総合設立の厚生年金基金制度

を採用しております連結子会社の年金資産

は１３３百万円であります。 

２.退職給付債務に関する事項 

①退職給付債務 △５,４６５ 

②年金資産 ３４８ 

③未積立退職給付債務（①＋②） △５,１１６ 

④会計基準変更時差異の未処理額 １,８９０ 

⑤未認識数理計算上の差異 ４００ 

⑥退職給付引当金（③＋④＋⑤） △２,８２５ 

(注)1.連結子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用しております。 

2.上記のほか、総合設立の厚生年金基金制度

を採用しております連結子会社の年金資産

は１３１百万円であります。 

３.退職給付費用に関する事項 

①勤務費用 ２７４ 

②利息費用 ９９ 

③期待運用収益 △５ 

④会計基準変更時差異の費用処理額 １８９ 

⑤数理計算上の差異の費用処理額 ７４ 

⑥退職給付費用（①＋②＋③＋④＋⑤） ６３２ 

(注)簡便法を採用しております連結子会社の退職

給付費用は、「①勤務費用」に計上しており

ます。 

３.退職給付費用に関する事項 

①勤務費用 ２２８ 

②利息費用 ９５ 

③期待運用収益 △４ 

④会計基準変更時差異の費用処理額 １８９ 

⑤数理計算上の差異の費用処理額 ７３ 

⑥退職給付費用（①＋②＋③＋④＋⑤） ５８１ 

(注)簡便法を採用しております連結子会社の退職

給付費用は、「①勤務費用」に計上しており

ます。 

４.退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

①退職給付見込額の期間配分の方法 期間定額基準 

②割引率 ２.０％ 

③期待運用収益率 ３.０％ 

④数理計算上の差異の処理年数 １０年 

（発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年

数による按分額を翌連結会計年度より費用処理す

る方法） 

⑤会計基準変更時差異の処理年数 １５年 

４.退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

①退職給付見込額の期間配分の方法 期間定額基準 

②割引率 ２.０％ 

③期待運用収益率 ３.０％ 

④数理計算上の差異の処理年数 １０年 

（発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年

数による按分額を翌連結会計年度より費用処理す

る方法） 

⑤会計基準変更時差異の処理年数 １５年 
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（税効果会計関係） 
 （単位：百万円） 

前連結会計年度（１７.３.３１現在） 当連結会計年度（１８.３.３１現在） 

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

（繰延税金資産） 

たな卸資産評価損 １７１ 

賞与引当金 １２５ 

貸倒引当金 ２１０ 

投資有価証券評価損 ５７６ 

退職給付引当金 ９９５ 

役員退職金引当金 ６０ 

繰越欠損金 ６１６ 

その他 ２０９ 

繰延税金資産小計 ２,９６５ 

評価性引当額 △２,２３６ 

繰延税金資産合計 ７２９ 

（繰延税金負債） 

その他有価証券評価差額金 △３１９ 

その他 △２ 

繰延税金負債合計 △３２２ 

繰延税金資産の純額 ４０６ 

（再評価に係る繰延税金負債） △５,８１５ 

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

（繰延税金資産） 

たな卸資産評価損 １２１ 

賞与引当金 １７１ 

貸倒引当金 ２０４ 

投資有価証券評価損 ５７６ 

退職給付引当金 １,１１４ 

役員退職金引当金 ５４ 

未払事業税 ８３ 

たな卸資産未実現利益 １６４ 

その他 １７１ 

繰延税金資産小計 ２,６６３ 

評価性引当額 △１,７８９ 

繰延税金資産合計 ８７３ 

（繰延税金負債） 

その他有価証券評価差額金 △１,０２８ 

その他 △３ 

繰延税金負債合計 △１,０３１ 

繰延税金負債の純額 △１５７ 

（再評価に係る繰延税金資産） ２０２ 

評価性引当額 △２０２ 

再評価に係る繰延税金資産合計 － 

（再評価に係る繰延税金負債） △６,００７ 

再評価に係る繰延税金負債 

 の純額 △６,００７ 

２.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.63% 

（調整） 

交際費等永久に損金に算入 

されない項目 0.60 

住民税均等割 1.55 

未実現利益税効果未認識額 △0.25 

評価性引当額 △116.66 

その他 △0.44 

税効果会計適用後の法人税等の 

負担率 △74.57 

２.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.63% 

（調整） 

交際費等永久に損金に算入 

されない項目 0.23 

住民税均等割 0.59 

未実現利益税効果未認識額 △2.23 

評価性引当額 △11.18 

その他 △0.50 

税効果会計適用後の法人税等の 

負担率 27.54 
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（セグメント情報） 
１.事業の種類別セグメント情報 

前連結会計年度(１６.４．１～１７.３.３１) （単位：百万円） 

 工作機械 水道ﾒｰﾀｰ その他 計 
消去又 

は全社 
連 結 

Ⅰ.売上高及び営業損益 

売上高 

(1)外部顧客に対する売上

高 

(2)セグメント間の内部売

上高又は振替高 

 

 

27,862 

 

－ 

1,535

－

1,181

－

30,578

－

 

 

－ 

 

－ 

30,578

－

計 27,862 1,535 1,181 30,578 － 30,578

営業費用 24,486 1,555 1,127 27,169 140 27,310

営業利益 3,376 △20 53 3,408 (140) 3,268

Ⅱ.資産、減価償却費及び資本

的支出 

資産 

 

 

34,198 941 770 35,910

 

 

9,088 44,999

減価償却費 386 30 8 425 5 430

資本的支出 575 47 27 650 0 650

（注）１.事業区分は、売上集計区分によっております。 

２.各事業の主な製品 

・工作機械 … マシニングセンタ・グラインディングセンタ・汎用工作機械・専用工作機械 

・水道メーター … 水道メーター各種型式・テレメータ検針システム・配水計測システム・ハンディタ

ーミナル 

・その他 … 繊維機械・建築用金物 

３.営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（１４０百万円）の主なものは、提出会

社本社の管理部門の費用の一部であります。 

４.資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（９,０８８百万円）の主なものは、提出会社での余資

運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 

５.「繊維機械」については、従来区分表示しておりましたが、当該事業区分の売上割合が減少しており、今

後もこの傾向が予想されるため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。この結果、

従来と同様の区分によった場合に比べ、「その他」の売上高は１３５百万円増加し、営業利益は２７百万円

減少し、また、資産は３５６百万円、減価償却費は１百万円、資本的支出は３百万円それぞれ増加してお

ります。 
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当連結会計年度(１７.４．１～１８.３.３１) （単位：百万円） 

 工作機械 水道ﾒｰﾀｰ その他 計 
消去又 

は全社 
連 結 

Ⅰ.売上高及び営業損益 

売上高 

(1)外部顧客に対する売上

高 

(2)セグメント間の内部売

上高又は振替高 

 

 

33,233 

 

－ 

1,568

－

1,078

－

35,880

－

 

 

－ 

 

－ 

35,880

－

計 33,233 1,568 1,078 35,880 － 35,880

営業費用 28,530 1,611 988 31,130 164 31,295

営業利益 4,703 △43 90 4,750 (164) 4,585

Ⅱ.資産、減価償却費及び資本

的支出 

資産 

 

 

36,210 912 611 37,734

 

 

11,695 49,429

減価償却費 430 32 6 469 4 474

資本的支出 765 65 12 843 0 843

（注）１.事業区分は、売上集計区分によっております。 

２.各事業の主な製品 

・工作機械 … マシニングセンタ・グラインディングセンタ・汎用工作機械・専用工作機械 

・水道メーター … 水道メーター各種型式・テレメータ検針システム・配水計測システム・ハンディタ

ーミナル 

・その他 … 繊維機械・建築用金物 

３.営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（１６４百万円）の主なものは、提出会

社本社の管理部門の費用の一部であります。 

４.資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（１１,６９５百万円）の主なものは、提出会社での余

資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 

５.連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項中の会計処理の変更に記載のとおり、連結子会社㈱オー

ケーケー キャスティング(現㈱オーケーケーエンジニアリング)の役員退職慰労金について、当連結会計年

度より内規に基づく要支給額を役員退職金引当金として計上する方法に変更しております。この結果、従

来の方法によった場合に比べ、営業利益は「工作機械」が２百万円、「その他」が０百万円、それぞれ減少

しております。 
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２.所在地別セグメント情報 

前連結会計年度(１６.４．１～１７.３.３１) （単位：百万円） 
 日  本 米  国 計 消去又は全社 連  結 

Ⅰ.売上高及び営業損益 

売上高 

(1)外部顧客に対する売上高

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高 

 

 

２６,０１９

 

３,５６３

 

 

４,５５８

 

８

 

 

３０,５７８

 

３,５７２

 

 

－ 

 

(３,５７２) 

 

 

３０,５７８

 

－

計 ２９,５８３ ４,５６７ ３４,１５１ (３,５７２) ３０,５７８

営業費用 ２６,３５２ ４,３９５ ３０,７４８ (３,４３７) ２７,３１０

営業利益 ３,２３１ １７１ ３,４０３ (１３５) ３,２６８

Ⅱ.資産 ３５,９２７ ２,５８３ ３８,５１０ ６,４８８ ４４,９９９

（注）１.営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（１４０百万円）の主なものは、提出会

社本社の管理部門の費用の一部であります。 

２.資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（９,０８８百万円）の主なものは、提出会社での余資
運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 

 

当連結会計年度(１７.４．１～１８.３.３１) （単位：百万円） 
 日  本 米  国 計 消去又は全社 連  結 

Ⅰ.売上高及び営業損益 

売上高 

(1)外部顧客に対する売上高

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高 

 

 

２９,３５３

 

５,４９２

 

 

６,５２６

 

８

 

 

３５,８８０

 

５,５０１

 

 

－ 

 

(５,５０１) 

 

 

３５,８８０

 

－

計 ３４,８４６ ６,５３５ ４１,３８１ (５,５０１) ３５,８８０

営業費用 ３０,５８８ ６,０４２ ３６,６３０ (５,３３５) ３１,２９５

営業利益 ４,２５８ ４９３ ４,７５１ (１６５) ４,５８５

Ⅱ.資産 ３７,５６４ ３,５０８ ４１,０７３ ８,３５６ ４９,４２９

（注）１.営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（１６４百万円）の主なものは、提出会

社本社の管理部門の費用の一部であります。 

２.資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（１１,６９５百万円）の主なものは、提出会社での余

資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 

３.連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項中の会計処理の変更に記載のとおり、連結子会社㈱オー

ケーケー キャスティング(現㈱オーケーケーエンジニアリング)の役員退職慰労金について当連結会計年

度より内規に基づく要支給額を役員退職金引当金として計上する方法に変更しております。この結果、従

来の方法によった場合に比べ、営業利益は「日本」が３百万円減少しております。なお、「米国」への影響

はありません。 
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３.海外売上高 

前連結会計年度(１６.４．１～１７.３.３１) （単位：百万円） 
 北  米 ア ジ ア その他の地域 計 

Ⅰ海外売上高 ４,６６２ ２,７４１ １,８５２ ９,２５６ 

Ⅱ連結売上高    ３０,５７８ 

Ⅲ連結売上高に占める     

海外売上高の割合(％) １５.２ ９.０ ６.１ ３０.３ 

（注）１.国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２.各区分に属する主な国又は地域 

(1)北米 … アメリカ 

(2)アジア … 中国・タイ・韓国 

(3)その他の地域 … フランス・イタリア・ドイツ 

３.海外売上高は、提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 

当連結会計年度(１７.４．１～１８.３.３１) （単位：百万円） 
 北  米 ア ジ ア その他の地域 計 

Ⅰ海外売上高 ６,５５０ ３,５６７ １,８０８ １１,９２５ 

Ⅱ連結売上高    ３５,８８０ 

Ⅲ連結売上高に占める     

海外売上高の割合(％) １８.３ ９.９ ５.０ ３３.２ 

（注）１.国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２.各区分に属する主な国又は地域 

(1)北米 … アメリカ 

(2)アジア … 中国・タイ・マレーシア 

(3)その他の地域 … イタリア・フランス・オランダ 

３.海外売上高は、提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 
 
（関連当事者との取引） 
該当事項はありません。 
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生産、受注及び販売の状況 
生産、受注及び販売の状況については、「経営成績１.当期の概況」における各事業の種類別セグメント業績に関連
付けて示しております。 


